土地使用貸借契約書
貸主＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」という。）と借主＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「乙」という。）は、甲が所有する末尾記載の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり使用貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第1条（使用貸借）
甲は、本件土地を無償で乙に貸し渡し、乙はこれを借り受ける。
第2条（使用目的）
乙は、本件土地を次の目的にのみ使用し、その他の目的に使用してはならない。
使用目的：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（例：乙が居住する木造2階建て住宅の敷地）
第3条（期間）
本契約の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までの　　年間とする。期間満了の際は、甲乙協議のうえ、書面により本契約を更新することができる。
※期間を定めない場合は本条を「本契約は、乙が第2条の目的に従った使用を終えたときに終了する。」などに書き換えてください。
第4条（無償・費用の負担）
1　乙は、本件土地の使用について、甲に対し地代その他の対価を支払わない。
2　本件土地の固定資産税・都市計画税は、甲が負担する。
3　本件土地の通常の維持管理にかかる費用（草刈り、清掃など）は、乙が負担する。
※乙が固定資産税等を負担する場合は第2項を書き換えてください。固定資産税等を超える金額を受け取ると、使用貸借ではなく賃貸借（借地権）と判断されるおそれがあります。
第5条（禁止事項）
乙は、甲の書面による承諾を得ないで、次の行為をしてはならない。
(1)　本件土地を第三者に転貸し、または使用させること
(2)　本契約にもとづく権利を第三者に譲渡すること
(3)　第2条に定める使用目的を変更すること
(4)　本件土地上に建物その他の工作物を新築・増築・改築すること（第2条の目的に必要なものを除く）
第6条（契約の解除）
1　乙が本契約のいずれかの条項に違反したときは、甲は、乙に通知することにより直ちに本契約を解除することができる。
2　乙は、いつでも甲に通知して本契約を解除することができる。
第7条（乙の死亡）
本契約は、乙の死亡によって終了する。
※乙の家族が引き続き使用できるようにする場合は、「ただし、乙が死亡したときは、乙と同居していた＿＿＿＿が本契約上の乙の地位を引き継ぐ。」などの特約を加えてください。
第8条（甲の死亡・本件土地の譲渡）
1　甲が死亡した場合、本契約は終了せず、甲の相続人が甲の地位を引き継ぐ。
2　甲は、本件土地を第三者に譲渡しようとするときは、あらかじめ乙に通知し、本件土地上の建物等の取扱いについて乙と協議する。
第9条（返還・原状回復）
本契約が終了したときは、乙は、自己の費用で本件土地上の建物その他の工作物および残置物を収去し、本件土地を原状に復して甲に返還する。ただし、甲乙が別に書面で合意した場合はこの限りでない。
第10条（損害賠償）
乙は、故意または過失により本件土地または第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
第11条（協議）
本契約に定めのない事項または本契約の解釈について疑義が生じたときは、民法その他の法令に従い、甲乙誠意をもって協議のうえ解決する。
第12条（特約事項）
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
本契約の成立を証するため本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。
令和　　年　　月　　日
甲（貸主）
住所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　印
乙（借主）
住所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　　　印
物件の表示（本件土地）
	所在
	東京都○○区○○町○丁目

	地番
	○○番○

	地目
	宅地

	地積
	○○○.○○㎡（うち使用部分 ○○.○○㎡　別紙図面のとおり）




このひな形をご利用になる前に
・このひな形は、土地を無償で貸す「使用貸借」の一般的な例です。実際の事情に合わせて、各条項を追加・修正してご利用ください。
・使用貸借には借地借家法が適用されず、借地権は発生しません。地代を受け取る場合は「土地賃貸借契約書」を使用してください。
・期間や使用目的を定めない場合、貸主はいつでも返還を求めることができます（民法598条2項）。返還時期をめぐる争いを防ぐため、期間か使用目的のどちらかは具体的に記載しておくことをおすすめします。
・本件土地の範囲は、測量図や公図を別紙として添付すると明確になります。
・親子間の使用貸借では、借地権の贈与税はかかりませんが、相続の際は土地を自用地（貸していない土地）として評価します。税金の扱いは税理士にご確認ください。
・重要な契約や、すでに建物が建っている土地の契約は、弁護士・司法書士などの専門家に内容を確認してもらうと安心です。
借地権相談所（株式会社マーキュリー）
